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小瀬川水系河川整備計画（案）に対する事業評価について(その１)

■河川整備計画と事業評価の関係

第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、再評価を実施する。再評価は、
事業採択後一定期間を経過した後も未着工である事業、事業採択後長期間が経過している事業等の評価を
行い、事業の継続に当たり、必要に応じその見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には
事業を中止するものである。

第４ 再評価の実施及び結果等の公表及び関係資料の保存
１ 再評価の実施手続
(4) 河川事業、ダム事業については、河川法に基づき、学識経験者等から構成される委員会等での審議

を経て、河川整備計画の策定・変更を行った場合には、再評価の手続きが行われたものとして位置付け
るものとする。また、独立行政法人等施行事業においても、河川整備計画の策定・変更の手続きの実施
主体は地方支分部局等又は地方公共団体とする。

第５ 再評価の手法
４ 対応方針又は対応方針（案）決定の考え方
④ 河川事業、ダム事業については、河川整備計画の策定・変更にあたり、学識経験者等から構成される

委員会等が設置され、審議中である場合には、その審議状況を踏まえて、当面の事業の対応方針につ
いて判断するものとする。

第６ 事業評価監視委員会
実施要領第４の１（４）又は第６の６の規定に基づいて審議が行われた場合には、その結果を事業評価

監視委員会に報告するものとする。
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小瀬川水系河川整備計画（案）に対する事業評価について（その２）

第５ 再評価の手法
３ 再評価の視点
再評価を行う際の視点は以下のとおりとする。

① 事業の必要性等に関する視点
1) 事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業採択の際の前提となっている需要の見込みや地元情勢の変化等事業を巡る社会経済情勢等の変化状況等。

2) 事業の投資効果
事業の投資効果やその変化。原則として再評価を実施する全事業について費用対効果分析を実施するものとする。

なお、事業採択時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合で、かつ、事業規模に比して費用対効果分析に要する
費用が著しく大きい等費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合にあっては、再評価実施主体は、費用対効果分析を
実施しないことができるものとする。

3) 事業の進捗状況
再評価を実施する事業の進捗率、残事業の内容等。

② 事業の進捗の見込みの視点
事業の実施のめど、進捗の見通し等。

③ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性や事業手法、施設規模等の見直しの可能性。

事業評価の視点は以下①～③のとおり
①事業の必要性等に関する視点

1)事業を巡る社会情勢等の変化
2)事業の投資効果
3)事業の進捗状況

②事業の進捗の見込みの視点
③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
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河川整備計画（案）の内、下記を評価

○治水事業
・小瀬川直轄河川改修事業

○環境整備事業
・小瀬川総合水系環境整備事業

２


